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回次
第57期

第２四半期
連結累計期間

第58期
第２四半期

連結累計期間
第57期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （百万円） 44,765 56,130 100,562

経常利益 （百万円） 1,449 2,958 4,926

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 797 1,710 2,900

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,139 2,301 4,561

純資産額 （百万円） 52,157 56,558 55,224

総資産額 （百万円） 77,408 85,043 84,699

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 22.54 48.33 81.99

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 22.49 48.21 81.80

自己資本比率 （％） 60.5 59.6 58.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,382 3,445 6,698

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,394 △762 △2,505

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,299 △1,794 △1,833

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 16,389 20,627 19,609

回次
第57期

第２四半期
連結会計期間

第58期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2020年７月１日
至2020年９月30日

自2021年７月１日
至2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 12.95 21.56

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

　前連結会計年度末と比較した当第２四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は次のとおりです。

　資産については、流動資産は、受取手形及び営業未収金が減少しましたが、現金及び預金などの増加により、

683百万円増加しました。固定資産は、有形固定資産の取得が減価償却額の範囲内であったことなどから減少し、

338百万円減少しました。これにより資産合計は、前連結会計年度末比344百万円増の85,043百万円となりました。

　負債については、営業未払金の減少などによって流動負債は1,081百万円減少しました。固定負債は、長期借入

金が減少しましたが、退職給付に係る負債、その他が増加し92百万円増加しました。これにより負債合計は、前連

結会計年度末比989百万円減の28,485百万円となりました。

　純資産については、利益の確保による増加に対し、配当金支払などによる減少があり、前連結会計年度末比

1,333百万円増の56,558百万円となりました。

　自己資本比率は、前連結会計年度末比1.4ポイント上昇し、59.6％となりました。

②経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間（2021年４月～９月）における世界経済は、依然新型コロナウイルスの影響を大きく

受けましたが、欧米においてはワクチンの普及と行動制限の緩和、経済対策などにより景気回復が続きました。一

方、需要の急増に伴う物流・サプライチェーンの混乱や半導体不足による工場の生産調整など、供給面の制約もあ

り回復ペースは緩やかなものとなっています。日本国内においては、緊急事態宣言が長引き、サービス業が停滞し

ましたが、製造業は輸出を中心に堅調に推移しました。

　このような事業環境下、当社は新型コロナウイルス感染再拡大防止のために十分な対策を講じ、世界各国におい

て異なる規制に対応しながら、顧客のサプライチェーンの変化に対応すべく、サービスの向上に取り組みました。

　３カ年の第４次中期経営計画３年目の当期は、「成長軌道への回帰」を目標に、次の戦略・施策を着実に推進し

ております。

①ＧＴＢ（Get The Business / 市場と商品の拡大）：HUB拠点の機能拡充とネットワークの強化。車載・産機市場

向け事業の拡充。市場・地域に適合した商品力強化。

②ＧＴＰ（Get The Profit / 間・直の生産性向上）：IT・自働化・TIEの進化と導入拡大。資本効率重視の戦略投

資。改善活動のレベルアップ。

③ＧＴＣ（Get The Confidence / 選ばれる会社）：従業員のスキルと満足度向上。QCマインドの向上と品質保証体

制の定着。ESGの取り組み強化。

　当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高56,130百万円(前年同期比 25.4％増)、営業利益3,200百万円(同

119.9％増)、経常利益2,958百万円(同 104.1％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,710百万円(同 

114.5％増)となりました。

＜セグメントの概況＞

①電子部品物流事業

　当事業の主要顧客である電子部品業界においては、IoT、５G、DXといった潮流の中で、通信・情報機器向けの需

要が増加しております。自動車関連でも電子化、EV化の流れの中で、電子部品の需要が増加しております。一方、

足元の半導体不足に伴うメーカーの生産調整もあり、取り扱い貨物量への影響が見通しにくい状況にあります。

　当社では、前期に引き続き、地域（エリア）と市場・顧客の２つの軸で業容の拡大を図りました。エリア戦略と

しては日本や中国などの既存展開エリアにおける衛星拠点の整備、更にインド・東欧などの拠点・ネットワークの

整備に取り組んでおります。市場・顧客戦略については主力の電子部品メーカーや商社などのお取引先に加え、自

動車・産業機器関連のお取引先の拡大を目指しております。

　当第２四半期連結累計期間の業績は、国内を中心に保管、運送、輸出入の全事業において、売上高が増加しまし

た。また、生産性向上の取り組みとしては、国内幹線便ネットワークの再編、保管事業におけるIT化の推進や入出

庫業務の効率化などを図り、増収増益を確保することができました。
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　当セグメントの業績は、売上高30,918百万円(前年同期比 34.4％増)、営業利益2,187百万円(同 217.6％増)とな

りました。

②商品販売事業

　商品販売事業では、電子部品に関連する包装資材・成形材料・電子デバイスの販売を行っています。当社では、

調達と物流を一元化した電子デバイスの販売提案、物流改善を意識した包装資材の提案を特長としております。

　当第２四半期連結累計期間におきましては、前年同期に需要が落ち込んだ反動もあり、通信・情報機器関連、車

載関連ともに、日本、中国、北米などの地域で増加し、増収増益となりました。

　当セグメントの業績は売上高11,646百万円(前年同期比 38.9％増)、営業利益389百万円(同 111.4％増)となりま

した。

③消費物流事業

　消費物流分野では、小売企業の宅配サービスや通販ビジネスの成長に伴って需要が拡大している一方、ドライバ

ーを始めとする人材確保・育成が、業界全体の課題となっています。

　このような事業環境下、当社グループで消費物流を担う㈱流通サービスは、消費物流の川上にあたる企業間物流

の取り込み、メディカル・化粧品などの商品センター業務の拡大、生協宅配ビジネスの拡大に取り組んでおりま

す。

　当第２四半期連結累計期間においては、新規に稼働を開始したメディカル関連が寄与、また在宅時間長期化の生

活様式が継続していることから通販・宅配需要は高水準での横ばい状態が続いています。人件費や燃料費などのコ

スト増加要因がありましたが、自働化による効率化や各種経費の削減などにも取り組んだ結果、増収増益となりま

した。

　当セグメントの業績は、売上高13,564百万円(前年同期比 1.5％増)、営業利益623百万円(同 7.0％増)となりま

した。

(2）キャッシュ・フローの状況

　現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末の残高は、前連結会計年度末と比べ1,018百万円増加し、

20,627百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は、税金等調整前四半期純利益2,952百万円等により3,445百万円（前年同期比

1,062百万円の収入増）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は762百万円（前年同期比632百万円の支出減）となりました。主な支出内容は、

生産性向上のための有形・無形固定資産の取得です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は1,794百万円（前年同期比494百万円の支出増）となりました。主な支出は、配

当金支払い530百万円、子会社における外部株主への配当支払い457百万円、リース債務の支払い739百万円などに

よるものです。

(3) 経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類

第２四半期会計期
間末現在発行数
(株)
 (2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 35,474,400 35,474,400
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数　100株

計 35,474,400 35,474,400 － －

②【発行済株式】

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、2021年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年７月１日～

2021年９月30日
－ 35,474,400 － 2,349 － 2,029

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

アルプスアルパイン株式会社 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 16,526 46.7

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋２丁目５番１号 2,804 7.9

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ

ＬＯＷ－ＰＲＩＣＥＤ　ＳＴＯＣＫ

ＦＵＮＤ（ＰＲＩＮＣＩＰＡＬ

ＡＬＬ　ＳＥＣＴＯＲ

ＳＵＢＰＯＲＴＦＯＬＩＯ）

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

２４５ ＳＵＭＭＥＲ ＳＴＲＥＥＴ

ＢＯＳＴＯＮ，ＭＡ ０２２１０ Ｕ．

Ｓ．Ａ．

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１

号）

2,698 7.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,642 4.6

アルパイン株式会社 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 792 2.2

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 601 1.7

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ

ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ

ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５０１２

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

ＯＮＥ　ＬＩＮＣＯＬＮ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ　ＵＳＡ

０２１１１

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

570 1.6

ＡＶＩ　ＪＡＰＡＮ　ＯＰＰＯＲＴＵＮＩ

ＴＹ　ＴＲＵＳＴ　ＰＬＣ

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営

業部）

ＢＥＡＵＦＯＲＴ　ＨＯＵＳＥ　ＥＸＥ

ＴＥＲ　ＥＸ４　４ＥＰ　ＵＮＩＴＥＤ　

ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都港区港南２丁目15番１号）

510 1.4

立花証券株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１丁目13番14

号
400 1.1

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ

ＧＲＯＵＰ　ＴＲＵＳＴＢＥＮＥＦＩＴ

（ＰＲＩＮＣＩＰＡＬ　ＡＬＬ　ＳＥＣＴ

ＯＲ　ＳＵＢＰＯＲＴＦＯＬＩＯ）

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

８２　ＤＥＶＯＮＳＨＩＲＥ　ＳＴ　Ｂ

ＯＳＴＯＮ　ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴ

Ｓ　０２１０９

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１

号）

375 1.1

計 － 26,922 76.0

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 株式 0 0.0

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane,London EC4R 3AB,

United Kingdom
株式 1 0.0

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１丁目12番１号 株式 1,410 4.0

（５）【大株主の状況】

　（注）　2017年４月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社及

びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC及び野村アセットマネジメント株式会社が2017年４月14日

現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。
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2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 72,900 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,398,000 353,980 －

単元未満株式 普通株式 3,500 － －

発行済株式総数 35,474,400 － －

総株主の議決権 － 353,980 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が56株含まれております。

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の

割合(％)

株式会社アルプス物流
神奈川県横浜市港北区

新羽町1756番地
72,900 － 72,900 0.2

計 － 72,900 － 72,900 0.2

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。

- 6 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

- 7 -



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,562 21,540

受取手形及び営業未収金 17,970 17,171

商品 1,607 1,894

その他 2,459 2,679

貸倒引当金 △14 △15

流動資産合計 42,586 43,269

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,062 11,618

土地 16,781 16,736

その他（純額） 7,032 6,948

有形固定資産合計 35,875 35,303

無形固定資産

その他 3,769 3,806

無形固定資産合計 3,769 3,806

投資その他の資産

投資有価証券 102 106

その他 2,365 2,558

貸倒引当金 △0 △1

投資その他の資産合計 2,466 2,664

固定資産合計 42,112 41,774

資産合計 84,699 85,043

負債の部

流動負債

営業未払金 12,082 11,009

短期借入金 2,050 2,050

未払法人税等 1,006 971

賞与引当金 1,812 1,974

役員賞与引当金 － 22

その他 5,133 4,974

流動負債合計 22,084 21,003

固定負債

長期借入金 1,121 1,055

役員退職慰労引当金 27 30

退職給付に係る負債 1,517 1,564

その他 4,722 4,832

固定負債合計 7,389 7,481

負債合計 29,474 28,485

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,349 2,349

資本剰余金 1,993 1,999

利益剰余金 44,484 45,664

自己株式 △65 △50

株主資本合計 48,762 49,961

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △6 △3

為替換算調整勘定 672 821

退職給付に係る調整累計額 △98 △86

その他の包括利益累計額合計 567 731

新株予約権 53 53

非支配株主持分 5,842 5,811

純資産合計 55,224 56,558

負債純資産合計 84,699 85,043
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年９月30日)

売上高 44,765 56,130

売上原価 39,887 49,275

売上総利益 4,878 6,854

販売費及び一般管理費 ※ 3,422 ※ 3,654

営業利益 1,455 3,200

営業外収益

受取利息 31 33

受取配当金 1 2

補助金収入 132 23

その他 72 55

営業外収益合計 238 114

営業外費用

支払利息 129 117

為替差損 89 177

その他 24 60

営業外費用合計 243 355

経常利益 1,449 2,958

特別利益

固定資産売却益 2 6

特別利益合計 2 6

特別損失

固定資産除売却損 6 12

特別損失合計 6 12

税金等調整前四半期純利益 1,445 2,952

法人税、住民税及び事業税 526 1,003

法人税等調整額 △85 △112

法人税等合計 440 890

四半期純利益 1,005 2,061

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 797 1,710

非支配株主に帰属する四半期純利益 208 351

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5 2

為替換算調整勘定 113 221

退職給付に係る調整額 15 14

その他の包括利益合計 134 239

四半期包括利益 1,139 2,301

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 892 1,874

非支配株主に係る四半期包括利益 246 426

（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,445 2,952

減価償却費 1,698 1,788

売上債権の増減額（△は増加） 820 856

棚卸資産の増減額（△は増加） 289 △261

仕入債務の増減額（△は減少） △2,293 △1,123

その他の負債の増減額（△は減少） 94 △66

その他 927 350

小計 2,983 4,496

利息及び配当金の受取額 34 35

利息の支払額 △130 △118

法人税等の支払額 △503 △974

その他 － 6

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,382 3,445

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,061 △259

有形固定資産の売却による収入 10 5

無形固定資産の取得による支出 △413 △435

その他 69 △72

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,394 △762

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 － △66

リース債務の返済による支出 △734 △739

子会社の自己株式の取得による支出 △35 －

配当金の支払額 △353 △530

非支配株主への配当金の支払額 △176 △457

その他 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,299 △1,794

現金及び現金同等物に係る換算差額 55 130

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △256 1,018

現金及び現金同等物の期首残高 16,646 19,609

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 16,389 ※ 20,627

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、有償支給取引については、支給品の譲渡に係る収益は認識しないこととし、また、顧客との約束

が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合には、代理人として純額

で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。なお、利

益剰余金期首残高に与える影響はありません。

　この結果、従前の会計処理と比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高及び売上原価はそれぞれ118百万

円減少しております。

　また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載し

ておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表

への影響はありません。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日

　　至  2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

　　至  2021年９月30日）

賃金給与 1,088百万円 1,163百万円

退職給付費用 49　〃 47　〃

役員退職慰労引当金繰入額 2　〃 3　〃

賞与引当金繰入額 331　〃 354　〃

役員賞与引当金繰入額 19　〃 22　〃

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は次のとおりであります。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日

　　至  2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

　　至  2021年９月30日）

現金及び預金勘定 17,286百万円 21,540百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △897　〃 △912　〃

現金及び現金同等物 16,389　〃 20,627　〃

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月19日

定時株主総会
普通株式 353 10.00 2020年３月31日 2020年６月22日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年10月30日

取締役会
普通株式 353 10.00 2020年９月30日 2020年11月30日 利益剰余金

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月23日

定時株主総会
普通株式 530 15.00 2021年３月31日 2021年６月24日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年10月28日

取締役会
普通株式 460 13.00 2021年９月30日 2021年11月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日  至　2020年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日  至　2021年９月30日）

１．配当金支払額

（注）　１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部上場記念配当5.00円を含んでおります。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの
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（単位：百万円）

報告セグメント

調整額

四半期連結
財務諸表
計上額
(注)

電子部品
物流事業

商品販売
事業

消費物流
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 23,012 8,387 13,364 44,765 － 44,765

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

 計 23,012 8,387 13,364 44,765 － 44,765

セグメント利益 688 184 582 1,455 － 1,455

（単位：百万円）

報告セグメント

調整額

四半期連結
財務諸表
計上額
(注)

電子部品
物流事業

商品販売
事業

消費物流
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 30,918 11,646 13,564 56,130 － 56,130

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

 計 30,918 11,646 13,564 56,130 － 56,130

セグメント利益 2,187 389 623 3,200 － 3,200

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と一致しております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と一致しております。

２　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、

収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に

変更しております。当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の商品販売事

業の売上高は118百万円減少しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
合計

電子部品物流事業 商品販売事業 消費物流事業

日本 15,509 8,136 13,564 37,210

中国 9,190 3,443 － 12,634

北米 2,212 － － 2,212

アセアン 1,797 24 － 1,822

その他 2,208 42 － 2,251

外部顧客への売上高 30,918 11,646 13,564 56,130

（収益認識関係）

　当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを主たる地域市

場別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（注）１　主たる地域市場は当社及び当社グループ各社の所在地を基礎として分類しております。

２　その他の区分に属する主な地域

アジア（本邦、中国及びアセアンを除く）、欧州

　前第２四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日

　　至  2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

　　至  2021年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 22円54銭 48円33銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万

円）
797 1,710

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（百万円）
797 1,710

普通株式の期中平均株式数（株） 35,367,377 35,389,602

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 22円49銭 48円21銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 83,888 83,913

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　2021年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額……………………460百万円

(2) １株当たりの金額…………………………………13.00円

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2021年11月30日

　（注）　2021年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行うものであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年11月９日

株式会社アルプス物流

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 芝山　喜久

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 脇野　　守

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アルプ

ス物流の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルプス物流及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役　社長執行役員　臼居　賢は、当社の第58期第２四半期（自　2021年７月１日　至　2021年９月30

日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


